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○横須賀市母子家庭及び父子家庭高等職業訓練促進給付金事業実施要綱 

平成16年4月1日 

(総則) 

第1条 この要綱は、母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令(昭和39年政令第224号。以下

「令」という。)第28条の規定による母子家庭高等職業訓練促進給付金及び令第31条の9

第2項の規定により読み替えて準用する令第28条の規定による父子家庭高等職業訓練促

進給付金(以下「訓練促進給付金」という。)の支給に関し必要な事項を定めるものとする。 

(対象者) 

第2条 訓練促進給付金を受けることができる者は、令第28条第1項(令第31条の9第2項にお

いて読み替えて準用する場合を含む。次条において同じ。)の支給要件に該当する者で、

就業又は育児と修業の両立が困難であると認められるものとする。 

(対象資格) 

第3条 令第28条第1項に規定する就職を容易にするために必要な資格は、次に掲げるもの

とする。 

(1) 看護師 

(2) 介護福祉士 

(3) 保育士 

(4) 理学療法士 

(5) 作業療法士 

(6) 前各号に準じて市長が認める資格 

(訓練促進給付金支給申請書) 

第4条 母子及び父子並びに寡婦福祉法施行規則(昭和39年厚生省令第32号。以下「省令」

という。)第6条の10第1項(省令第6条の17の7において読み替えて準用する場合を含む。)

の規定による申請は、訓練促進給付金支給申請書(第1号様式)によらなければならない。 

(訓練促進給付金支給却下通知書) 

第5条 省令第6条の11第2項(省令第6条の17の7において準用する場合を含む。)の規定によ

る却下決定の通知は、訓練促進給付金支給却下通知書(第2号様式)によらなければならな

い。 

(出席状況に関する報告等) 

第6条 訓練促進給付金の支給を受けている者は、支給の対象となる各月の出席状況につい

て翌月の10日までに養成機関の長が証明する出席状況確認書(第3号様式)を市長に提出し
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なければならない。 

(訓練促進給付金受給資格喪失届) 

第7条 省令第6条の13(省令第6条の17の7において読み替えて準用する場合を含む。)の規

定による届出は、訓練促進給付金受給資格喪失届(第4号様式)によらなければならない。 

(訓練促進給付金支給決定取消通知書) 

第8条 省令第6条の15第2項(省令第6条の17の7において準用する場合を含む。)の規定によ

る通知は、訓練促進給付金支給決定取消通知書(第5号様式)によらなければならない。 

(訓練促進給付金の返還) 

第9条 市長は、偽りその他不正の手段により訓練促進給付金の支給を受けた者があるとき

は、支給額に相当する金額の全部をその者から返還させることができる。 

(その他の事項) 

第10条 この要綱の施行に関し必要な事項は、こども家庭支援センター長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成16年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成17年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成26年10月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成28年1月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成28年7月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成29年8月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成30年8月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和3年4月1日から施行する。 

 



 

3/9 

附 則 

この要綱は、令和4年4月1日から施行する。 
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